








平成2８年度の農業者年金の運用状況について

みなさまからお預かりした保険料や国庫補助金等の資産を

運用した結果、平成28年度末の運用収入は約69.9億円、

収益率は＋3.26％、時価総額は約2，206億円となりました。

資 産 運 用 の 実 績

運用収入資　産 収益率（注１）

国内債券 -372 -0.25%

国内株式 4,093 14.81%

外国債券 -572 -5.08%

外国株式 3,967 14.41%

短期資産 -124 -

合 計 6,992 3.26%

（注1）収益率は、期間中に発生した利息や配当収入、債券・株式の売買及び株価変動等による損益を含めた収益率

（修正総合利回り）です。

（注2）短期資産の欄の数値は、外貨預金の為替差損益、信託報酬等を含めているため、収益率は表示していません。

（注3）四捨五入の関係で合計欄の数値が合わない場合があります。

平成２８年度の資産運用実績 単位：百万円

年度 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

3.412.42 1.53 1.66 1.58 2.12 2.57 1.07 2.16

-10.65-29.59 -33.61 28.45 -8.24 2.47 24.62 19.84 30.30

-2.750.80 -7.44 0.57 -5.78 5.07 16.73 14.31 11.98

外国株式

外国債券

国内株式

国内債券

資

産

-8.46-18.59 -44.90 43.69 2.78 2.87 28.06 31.91 23.15

全体 -0.69

H28

-0.25

14.81

-5.08

14.41

3.26-4.73 -9.25 9.14 -0.06 2.36 9.62 7.75 8.78

＜農業者年金の直近１０年間の運用利回り＞

※直近１０年間の運用利回りの平均は、年率２．４３％です。

なお、新制度発足以降の１５年間の運用利回りの平均は、年率２．７７％です。

単位：％

時価総額

146,783

31,216

10,787

30,781

1,017

220,584

このパンフレットや付利結果のお知らせについてのお問合せは下記にお願いします。

なお、資金の運用の状況につきましては、このパンフレットでお知らせするほか、

四半期ごとに農業者年金基金のホームページで公表しております。

独立行政法人 農業者年金基金 〒105-8010 東京都港区西新橋1-6-21

０３－３５０２－３８９８（資金部 企画課）
０３－３５０２－３１９９（専門相談員）
０３－３５０２－３９４６（業務部 適用・収納課）

ホームページアドレス http://www.nounen.go.jp/

農業者年金制度は、少子高齢化が進む中でも安心して加入することができ、

税制上の優遇措置などメリットも多い制度です。

ご家族やご近所などの加入資格のある方で、まだ加入されていない方がい

らっしゃいましたら、ぜひ加入を勧めていただきますようお願いいたします。

みなさまへのお願い

専 門 家 の ご 意 見

　2016年度は、年度を通じ、世界的に株式市場と長期金利が大きく上昇しました。6月に英国の国民

投票でEU離脱派が勝利したことで、投資家のリスク回避姿勢が強まり、内外の株式が大きく下落し、

債券が買われました（10年債利回りは低下）。その後は、各国中央銀行による緩和的な政策への期待

の高まりや原油価格上昇によりリスク回避姿勢が和らいだことに加え、堅調な経済指標を受けて株価・

債券利回りとも上昇する展開となりました。11月に米大統領選挙でトランプ氏が勝利し、財政支出拡

大などによる景気回復が期待されたことで米国で株式・10年債利回りとも大幅に上昇し、世界中の金

融市場にも影響を与えました。その後も、米国の好調な経済指標の発表、欧州企業の業績改善などを受

けて、年末にかけて堅調に推移しました。年明け以降は、米新政権による政策運営の不安定さや、フラ

ンスの大統領選をめぐる不透明感の強まりなどを背景にリスク回避姿勢が強まり、各国の株式市場は一

進一退の様相となり、10年債利回りはやや低下して年度末を迎えました。

　農業者年金基金の資産運用は安全性を重視して、被保険者のためのポートフォリオでは、政策アセッ

トミックスの70％を国内債券で運用しており、株式の比率は内外合わせて24％と低めに抑えられてい

ます。また、国内債券の一部は満期保有目的債券とすることで、毎年の収益率のぶれを抑制するように

努められています。受給権者のためのポートフォリオは、給付の特性を考慮してすべて国内債券での運

用となっており、さらに安全性に配慮したものとなっています。

　農業者年金基金の資産運用は、制度の特性を勘案して策定された運用方針に基づく、適切な運用が行

われており、制度の長期的な持続可能性を高めるための資産運用が実践されているということができま

す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　みずほ総合研究所株式会社　投資運用コンサルティング部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上席主任コンサルタント　川　名　巨　樹



運用収入からの控除等

・前納保険料割引額 －2百万円

・裁定者への付利額 －4千0百万円

－9億4千9百万円

・準備金繰入額 －9億1千2百万円

・その他加算・控除等 5百万円

付利原資　６０億４千３百万円

平成2８年度中の運用額・運用期間に

応じて付利原資を配分

平成2８年度付利利率 ２.９８％

加入者ごとの付利額(付利通知に記載)

年 度 付利利率

平成19年度 －３．９６％

平成20年度 －９．５７％

平成21年度 ８．０９％

平成22年度 －０．０８％

平成27年度 －０．７６％

平成28年度 ２．９８％

平成23年度 ２．１２％

平成24年度 ８．７２％

平成25年度 ７．１３％

平成26年度 ８．０３％

直近１０年間の付利利率の推移

平成2８年度の付利について

（注）四捨五入の関係で数値が合わない場合があります。

運用収入　６９億９千２百万円

　運用の結果得られる収入等を、加入者のみなさま一人ひとりに配分することを「付

利」といいます。

　平成２８年度末の付利では、以下の図のように、運用収入（約６９億９千万円）か

ら制度的に必要な経費（約９億５千万円）を引いて付利原資（約６０億４千万円）を

求め、これを加入者のみなさまごとの運用残高に応じて配分します。

　具体的な配分額（付利額）につきましては、加入者のみなさまの運用額等に応じた

額となりますので、このパンフレットに同封させて頂いた「平成２８年度　運用（付

利）結果のお知らせ」（付利通知）をご確認ください。

　

安全性に配慮した運用を行っています

農業者年金の資産構成割合

年金資産の運用は、長期的な視点から安全で効率的に行うことが大切なため、運用

資産に対する投資割合などの運用の基本的な方針を定め、それに従って運用すること

が一般的です。

農業者年金では、年金資産の運用を安全かつ効率的に行うため、被保険者・待期者

の資産と年金受給者の資産など、資産の性格の違いに応じてポートフォリオに区分し

て管理・運用を行っています。

このうち、被保険者・待期者のみなさまの資産は「被保険者ポートフォリオ」で

運用を行っています。その運用方法は、次の点に留意しています。

【長期的な視点に立った運用】

加入から年金裁定までの一定の運用期間

を見込むことができるため、長期的な視点

に立って運用を行っており、長期にわたり

維持すべき構成割合「政策アセットミク

ス」を、右の円グラフのとおり具体的に定

めています。毎年度の運用成績は変動する

ものの、長期的・平均的には、小さいリス

クで安定的な収益が期待できます。

また、自家運用以外の国内債券、国内株式、外国債券、外国株式については、信託

銀行に委託して運用し、市場平均並みの収益を目指す運用（パッシブ運用）を行って

います。

以上のような農業者年金基金の運用については、農林水産大臣の認可を得て策定し

た「年金給付等準備金運用の基本方針」に基づいて行っております。

　資金の運用の状況につきましては、このパンフレットでお知らせするほか、四半期

ごとに農業者年金基金のホームページで公表しております。

【リスクを低減させる運用】

資産全体のリスクを低減させるために資

産の７割を安全性の高い国内債券で運用し、

さらにその半分を時価変動の影響を受けな

い満期保有とすることで、利回りの変動が

大きくならないようにしています。

短期資産
1％

外国債券
5％

委託運用
64％

国内株式
12％

外国株式
12％

自家運用
36％

（35％）

（35％）

国内債券
70％



皆様からのご質問にお答えします

　今回お送りしました付利通知の内容について、加入者の皆様からよくい
ただくご質問とその回答をまとめましたので、ご覧ください。

Ｑ：なぜ付利通知が送られてくるのですか？

Ａ：納めた保険料やその運用結果などを確実にお知らせするためです。

　農業者年金は、保険料や加入期間に応じて、事前に受け取る年金額が決まっている制

度とは違い、皆様が納めた保険料とその運用収益を合計した金額によって受け取る年

金額が事後に決まる制度です。このような年金制度を「確定拠出型」と言います。

　確定拠出型の年金制度では、納めた保険料とその運用収益を合計した金額が将来受

け取る年金額に大きな影響を与えます。このため、それぞれの加入者の方に保険料など

の積み立て状況を毎年通知しています。

Ｑ：農業者年金から脱退したのですが、なぜ付利通知が送られてくるのですか？

Ａ：年金を受け取るまでの間の運用結果等をお知らせするためです。

　農業者年金は、60歳になられた方や途中脱退された方も、年金を実際に受け取るま

での間は、納められた保険料などは引き続き運用されますので、付利通知が送付されま

す。なお、脱退一時金はありません。

Ｑ：マイナス運用への対応は何かありますか？

Ａ：65歳の年金裁定時に納付保険料の総額を確保するためなどの仕組みがあります。

　農業者年金には、付利を安定的に行うため、一定水準以上の運用成績が得られた場合

に運用収入の一部を留保して、付利準備金として積み立てる仕組みがあります。

　今後、65歳で年金裁定を受ける際に、運用環境が極めて厳しく、付利累計額が最終的

にマイナスとなった場合でも、納付した保険料の総額が可能な限り確保されるよう、付利

累計額のマイナス分を付利準備金で補うことができるようになっています。



Ｑ：マイナス金利政策が続いていますが、農業者年金の運用は大丈夫なのですか？

Ａ：マイナス金利に対し、運用利回りを確保する工夫を行っています。

　日本銀行のマイナス金利政策の影響もあり、国債の利回りが低い状況が続いています

が、基金では、債券の金利や株価、為替が変動することを前提に、各投資対象資産のリ

スクとリターンの特性を踏まえた最適な資産構成割合（政策アセットミクス）を定め、

その構成割合を維持するように分散投資を行っています。

　さらに、自家運用においては、マイナス利回りの債券の購入を行わず、損失を回避し

ています。また、投資対象とする債券の範囲を拡げるといった対応を行い、マイナス金

利が長期化しても運用利回りを確保する工夫を行っています。

　今後とも、市場の状況を注視し、その時々で取り得る最善の対策を講じ、長期的にで

きるだけ低いリスクで一定の収益を確保できるように努めてまいります。

Ｑ：旧制度の年金額等について知りたいのですが。

Ａ：農業委員会またはJAの窓口にお問い合わせ＜ださい。

　旧制度の年金額等についてお知りになりたい方は、お手数ですが、農業委員会又は

JAにご本人確認ができるものをお持ちの上、お問い合わせください。

　なお、旧制度の概要についてのお問合せは、基金の専門相談員でも受け付けておりま

す。






